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次第  

 

議事  

１．下水道事業第８期経営計画の策定について 

２．草津市の下水道事業について 

３．平成２６年度決算状況について 

４．経営の現状について 

５．まとめ 
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運営委員会 
開催回数 開催日 会議内容 

第1回 
（H27年度第４回） 

３月１８日 
下水道経営計画の策定に向けて 
現状について 

第2回 
（H28年度第1回） 

５月 汚水量予測、事業計画について 

第3回 
（H28年度第2回） 

７月 健全経営、財政計画について 

第4回 
（H28年度第3回） 

８月 財政計画、経営計画について 

経営計画の策定に係る予定 

下水道事業第８期経営計画の策定について  
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◆策定の目的 
下水道サービスを、将来に渡り継続するべく、様々な経営環境の変
化に対応しつつ、安定した経営を続けていくため 

◆内容の予定 
５年間の事業方針、事業計画、健全経営の取り組み、財政計画 
 

◆計画期間   
平成２９年度～平成３３年度（５年間） 
 

◆下水道事業第８期経営計画 
平成２７年度～平成２８年度に策定を予定 

下水道事業第８期経営計画の策定について  



経営計画（案） 
◆事業方針 
◆事業計画 
◆健全経営 
◆財政計画 

上下水道事業 
運営委員会 

市長 

パブリックコメント 

議会で使用料議案提案 

使用料改定 

（使用料改定の場合） 

諮
問 

答
申 

計画の策定 

下水道事業第８期経営計画の策定について  
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「下水道事業第８期経営計画」策定スケジュール 

下水道事業第８期経営計画の策定について  

３月 ４月 ５月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

     　①委員会            　②委員会

   　  ○現状把握 　○汚水量予測・事業計画

  ③委員会

　○健全経営・財政計画

④委員会

○財政計画、経営計画

       諮問 　　答申

  ○スケジュール
 ○パブリックコメント事前説明
　　      　○パブリックコメント結果報告

修正 策定
その他

平成２７年度

６月 ７月

議会協議

平成２８年度

８月 ９月

上下水道
事業

運営委員会

パブリック
コメント

募 集
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下水道事業第８期経営計画の策定について  

将来の需要
予測 

将来必要な投資規
模の目標設定 

 
（例）未整備地対策 
   長寿命化対策 

投資計画 

将来の収支
予測 

経営目標の設定 
 

中長期的に収支均衡
を可能とする企業
債・資金等の水準の
目標設定 

 
（例）現行使用料の維持 
   企業債残高の目標 

財政計画 

均
衡 

経営計画 

H29～H33 

経営計画の策定の流れ 
長期計画 

中期計画 

予測が可能な期間 

アセットマネジメント 

財源構成の検討 
中長期的な視点で 



草津市の下水道事業について  

事業区分 目的 処理方法 資金区分 

汚水事業 
生活衛生の向上や公共用
水域の水質保全 

汚水を処理場で処理
し琵琶湖等へ排水 

下水道使用料 

雨水事業 浸水被害の軽減 雨水を河川へ排水 税金 
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汚水事業 

◆公共下水道事業 

農業集落排水使用料については、
将来、公共下水道に接続の予定
であることから、同料金体系 

財源の試算の中で 
下水道使用料を算定 

◆農業集落排水事業 

両面から均衡 投資・維持費の試算 財源試算 

≪下水道使用料算定の考え方≫ 

草津市の下水道事業について  



【公共下水道】 
◆滋賀県が設置し１１市
町の広域で構成された流
域下水道で浄化処理 
 
◆昭和４９年より事業に
着手、昭和５７年度より
供用開始 
 
◆下水道人口普及率 
平成26年度末 95.５％ 
（市全体人口に対する下水道
の整備済人口の割合） 
 
 

汚水事業 
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湖南中部浄
化センター 

草津市の下水道事業について  
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草津市の汚水事業 
 公共下水道事業と農業集落排  
 水事業で下水道を整備 
  
◆下水道人口普及率 
    ９９．５％  

草津市の下水道事業について  

【農業集落排水事業】 

◆６箇所の処理場で処理 
◆将来は公共下水道に接  
 続の計画 
◆下水道人口普及率 
≪農業集落排水事業のみ≫ 
 平成26年度末 ４．０％
（市全体人口に対する下水道
の整備済人口の割合） 
 
◆農業振興地域における  
 生活排水のみ  



草津市の下水道事業について 

雨水事業 
【公共下水道】 
◆昭和５３年より下水道  
 事業の浸水対策開始 
 
◆整備率 
 ≪雨水幹線の整備済≫ 
 平成26年度末 19.8％ 
（全体計画面積に対する割合） 
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草津市の下水道事業について 

整備区域内人口および水洗化人口の推移（農業集落排水含む） 
・平成１６年度頃より整備区域内人口は緩やかに増加 
・普及率９９．５％ 水洗化率９５．９％（平成２６年度末） 

汚水事業 



整備費および企業債発行額の推移（流域下水道建設負担金含む） 
・昭和６０～平成１５年度に整備が集中、多い年度で40億超 

草津市の下水道事業について 

約20年間に集中 

汚水事業 
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◆平成26年度下水道事業会計決算 
収益的収支（損益計算書）【下水を処理するための収入と支出】 

平成２６年度決算状況について  

（税抜き） 

一般会計負担金 （総務省の通知に基づく） 
・雨水処理に関する経費 
・特別な企業債の償還金 
・高度処理（窒素やリン等を処理する高度な汚水処理方法）の経費 
・利息と減価償却費または企業債の償還金の一部 
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◆平成26年度下水道事業会計決算   
・資本的収支  【施設をつくるための収入と支出】 

平成２６年度決算状況について  

（税込み） 



◆資本的収支 

建設改良費 

企業債の 
償還元金 

支出 

企業債 
（借入金） 

国庫補助金 

補てん財源 

収入 

◆収益的収支（損益計算書） 

維持管理費 

企業債の 
償還利息 

利益 

減価償却費 
 

支出 

下水道 
使用料 

収入 

一般会計 
負担金 

損益勘定留保資金 

減価償却―長期前受金戻入 
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公営企業会計の経理 

平成２６年度決算状況について  

積立金 

長期前受金 
戻入 

一般会計 
負担金 
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平成２６年度決算状況について  

収益的支出（損益計算書） 【公共下水道 汚水事業】  

・減価償却費が４８％、流域維持管理費負担金が29％を占める 

収入（収益） 支出（費用） 

収入合計 ３１億８，４００万円 支出合計 ３０億２，１００万円 
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平成２６年度決算状況について  

収益的支出（損益計算書） 【農業集落排水事業】  

・維持管理費が農業集落排水使用料を上回る 

収入（収益） 支出（費用） 

収入合計 ２億４，８００万円 支出合計 ２億６，１００万円 
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平成２６年度決算状況について  

◆平成26年度末貸借対照表  
 流動負債（１年未満支払義務分）＞流動資産（現金等） 

資産の部
606億

6,000万円

【流動負債】　25億6,100万円

【繰延収益】
（国庫補助金や工事負担

金など）

254億7,500万円

【資本金】
86億2,200万円

【資本剰余金】3億7,600万円
【流動資産】　5億6,800万円（預金など）

資本の部
91億

4,800万円

【利益剰余金】
1億5,000万円

【固定資産】
（下水道管など）

600億9,200万円

【固定負債】
　234億7,600万円

（企業債の残高など）

負債の部
515億

1,200万円
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◆整備区域内人口、水洗化人口の経営計画との比較 
 計画時予測を上回り増加 

経営の現状について  



経営の現状について  
◆有収水量の推移（一般家庭） 
・１人１日平均水量は計画時予測を下回り減少 
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※有収水量＝下水道使用料の元となる水量 



経営の現状について  
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◆有収水量の推移（工場等・公共施設） 
・計画時予測を下回り減少 

特定排水：工場
用の排水のうち 
2ヶ月で1,500㎥
を越える排水量 



◆公共下水道排水量（流域維持管理費負担金の対象）の推移 
・有収水量は近年微減、不明水（雨などの浸入水）は降雨の
影響を受け、年度によって増減 

経営の現状について  
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経営の現状について  

◆企業債の元利償還金および未償還元金の推移（汚水） 
・元利償還金は高水準を推移、未償還元金（残高）は減少 
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経営の現状について（県内下水道使用料）  
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まとめ 

 
【汚水事業】 
・下水道（汚水）の整備は農業集落排水地区を含め、人口普及率
99.5％、水洗化率は95.9％となり、接続件数の増加は見込めない 
 
・供用開始から３４年が経過、施設の老朽化への対応が必要 
 当初の整備時期が短期間に集中 
 
・現在は元利償還金が高い割合で推移 
 
 
【農業集落排水事業】 
・農業集落排水使用料が維持管理費を下回る状況 

【雨水事業】 
・普及率は１９．８％であり、引き続き整備拡大が必要 


